
令和８年度

鹿嶋市 各部選定施策 ロジックモデル

【当初面談による実施】

政策企画部政策推進課

1



　スマートで持続可能
　なまちをつくる

最終成果中間成果直接成果産出活動

市の業務におい
て，生産性が向
上する

市で業務効率が
向上し，市職員
が，企画立案な
どの付加価値の
高い業務に集中
できる環境が整
う

窓口業務のオンラ
イン化が拡充され
る

市民の行政手続
きで，窓口来庁
の必要性が減
り，24時間利用
可能なオンライ
ンサービスが普
及する

市民の利便性が
向上する

市で，定型業務
の自動化が進
み，職員の手作
業が減少する

市で，業務の効
率化が進む

市の電子申請・オ
ンライン手続きの
対象範囲が拡大
し、利用可能な手
続きが増加する。

・市職員の定型作業
時間が削減され、業
務効率化が進展す
る。

業務系ネットワー
クも含め、定型業
務の自動化が進む

市で，各種行政デ
ータが一元化さ
れ、分析・活用が
可能な基盤が整備
される

市で，データ活用
環境が整備される

市で新たな技術を
活用し，文書作
成・分析、データ
入力の自動化など
が促進される

生成AIや文字起こ
しソフトの利活用
範囲が拡大する

市が，電子申請シ
ステムを運用する

市が，RPA・AI-
OCRを運用する

全庁で，対象業務を拡充す
る

・担当者向け個別研修
・対象業務洗い出し
・定期的な事例共有による
横展開

モニタリング

市が，生成AIやAI
文字起こし基盤を
運用する

全庁で，自動化等で効果が
見込まれる業務を整理・分
析し，対象業務を拡充する

・定期的な事例共有による
横展開
・DX研修
・業務フロー整理
・クラウドRPA基盤の業務
系ネットワーク対応
・対象業務の拡充

市で，AI技術を使いこなせ
る人材を育成する
・AI活用個別研修
・事例共有による横展開
・最新技術動向分析
・実証実験

市が，ノーコード
ツールを運用する

市職員が，プログラミング不要
で業務アプリを作成し、柔軟に

業務フローを改善できる環境を
構築する

・事例共有による横展開
・DX研修
・業務フロー整理

　ＤＸ技術の活用に
　より市民サービス
　が迅速かつ効率的
　になり，スマート
　な行政運営が進む

モニタリング

モニタリング

モニタリング

　市で，ＤＸ推進
　による費用対効
　果が発生する

削減時間によるリ
ソース創出が進む

KPI

施策5-2　スマートで持続可能なまちをつくる
施策の方向性　（2）スマートな行政運営
①スマート自治体の実現

DX・行革推進室で最適環境
を随時検討する
・活用実態，利用傾向の把
握
・最新技術動向分析
・課題・ニーズの整理と改
善検討

庁内の利用実績・
効果の分析結果が
得られ，AI活用に
関する課題・ニー
ズが整理される

ＤＸの推進

モニタリング
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運用基盤 R6年度決算 R7年度決算 R8年度予算

Logoフォーム 2,020 2,204 2,204

RPA 2,640 2,926 4,488

AI-OCR 1,320 1,320 1,320

生成AI（汎用） 192 480 1,910

市専用生成AI － 2,640→0 －

Kintone 418 760 1,062

文字起こし 1,331 1,452 1,452

【投資リスト】　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：千円

分類
令和4年度
実績

令和5年度
実績

令和6年度
実績

令和7年度
実績（見込）

令和8年度
目標

電子申請採用手続数 372手続 192手続 310手続 598手続 620手続

電子申請申請者 4,687件 22,920件 17,417件 31,819件 31,000手続

RPA活用業務数 5業務 2業務 3業務 9業務 15業務

AIーOCR活用業務数 2業務 8業務 11業務 8業務 11業務

生成AI利用可能者 －
27人

（WT実証）
45人

（利用申請者）
502人 542人

Kintone生成アプリ数 －
6件

（トライアル）
14件 47件 50件

職員配置状況
（人員配置一覧数）

457人 461人 455人 449人 443人

全庁時間外手当の推移
(選挙費のみ除外) 71,581千円 62,873千円 55,183千円 52,744千円 50,000千円

分類
現状値

（令和6年度）
目標値

（令和7年度）（※）

電子申請による
時間削減効果

△1,779時間 △1,980時間

RPA活用による
時間削減効果

△701時間 △1,100時間

AIｰOCR活用による
時間削減効果

△216時間 △297時間

生成ＡＩ活用による
時間削減効果

△744時間 △2,200時間

モニタリング

指標 KPI

（※）R7年度実績は各課精査中のため、R8第1四半期で計測予定
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最終成果中間成果直接成果産出活動

施策５－2　スマートで持続可能なまちをつくる

施策の方向性　（２）スマートな行政運営

取組み①　スマート自治体の実現

指標

現状値　→　目標値 現状値：2024年度末 目標値（2026年度）

事業指標　(目標年度：2026年度) 記入不要となる基幹システム手続対象業務（※１） 0 11

事業指標　(目標年度：2026年度) 市民の所要時間（手続1件当たり）（※２） 60分 41分

事業指標　(目標年度：2026年度) 職員の処理時間（手続1件当たり）（※２） 45分 36分

モニタリング指標 電子申請手続件数（※３） 310 620

モニタリング指標 電子申請手続総数（※３） 17,417 31,000

窓口フロントヤード改革

市が，窓口DXシステムを導入
する（書かない窓口）
・システム選定
・実装対象手続きの確定

市が，カードリーダー・サブモ
ニタ等を整備する

ＤＸ・行革推進室及び窓口関係
課で，協議及び職員研修等を実
施する（操作・業務フロー見直
し）

職員が，書かない申請手続によ
る仕組を運用する（マイナカー
ド連携・タブレット入力サポー
ト）

職員が，活用可能なオンライン
申請基盤を活用して申請事務フ
ローを見直す

・市が，書かない窓口を提供
し，書類記入不要の対象業務が
増加する
・対象手続の段階的拡充（R9
年度以降）が進む

市が，窓口オンライン化の範囲
を拡大する

職員が，入力作業を削減し、事
務処理を効率化する

市民が，窓口で申請する時間を
短縮できる

・関係所属において、本稼働後
の実績測定と改善サイクルが構
築され、 継続的な改善が実現
される
・職員が定型作業を減らし、処
理効率を高める

市民が，来庁せずに申請できる
手続きが増える

市民が，待ち時間・記入負担の
軽減を実感し，利便性が向上す
る

職員が，定型業務から解放さ
れ、より付加価値の高い業務に
シフトできる

スマートで持続可能
なまちをつくる

KPI

KPI

KPI

モニタリング

※１　対象手続　　住民記録，印鑑登録，国民健康保険，介護保険，後期高齢，児童扶養手当，児童手当，就学事務，軽自動車税，医療福祉，障害者手帳　

※２　対象手続きの拡充スキームが基盤リリース前のため，当初稼働が想定される「特例転入」手続をもとに試算

※３　行政手続きのほか，アンケート利用や庁内照会での利用件数を含む。

年 2022年 2023年 2024年 2025年

総件数 424件 755件 860件 861件

【参考】　年別特例転入受付件数（総合窓口課）
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施策１－２　多様なライフスタイルを応援する
施策の方向性　多様な働き方・暮らし方の実現
取組み　多様な交流・かかわりの創出

活動 最終成果

対象に合わせて市の情報が発信される

直接成果 中間成果

指標名 2021年度末 2023年度末 目標値 指標

人口の社会増数 -155人／年 1人／年 110人／年
（2031年度末）

ＳＮＳ等フォロワー数 40,000人 56,385人 60,000人
（2026年度末）

各種SNS（LINE，インスタ，フ
ェイスブック，X）閲覧数

5,500,000件／年
（2026年度末）

各種SNS（LINE，インスタ，フ
ェイスブック，Ｘ）情報発信回数

430回／年
（2026年度末）

施策指標

KPI（事業指標）

モニタリング指標①

モニタリング指標②

広報活動

情報発信

各種SNSの傾向を把握している

広報紙の新聞折込実施による情報発信

【市政情報発信】
ホームページ
各種SNS

産出

市からの情報が機械的ルールに則って発信される

広報紙配布

方法の検討

ホームぺージを活用

した行政情報発信が
強化されている

政策企画部　重点施策ロジックモデル

広報活動  情報発信

Facebook・instagram
を活用した市の魅力

発信が強化されてい
る

【市政情報発信】
広報かしま

  【総合計画】
　ユーザーである
　市民の支援
（情報取得に関する
　支援）

市からの情報を取得し
ているスマート化に対
応している市民及び市
外在住者が増えている

　保健師や民生委員等が，在宅の高齢者等に
対し，訪問活動を通じて行政情報を発信

している

かなめーる等のメー
ルを活用した行政情
報発信が強化されて
いる

Ｘ・LINE・Facebook
等を活用した行政情
報発信が強化されて
いる

スマート化に伴う高齢
者等の情報取得に関す
るフォローが，強化さ

れている

　市が，在宅の高齢者等に対し，広報紙配布を
通じて行政情報を発信している

　　市が，自ら外に出て情報を取得できる高齢者
等に対し，行政情報を発信している

 スマート化に対応した   
高齢者等がSNSやメー 
 ルからの情報発信を
理解している

スマート化への対応が
難しい高齢者等が，不
自由なく情報を取得し

ている

  【総合計画】
　施策５－２(2)④
　情報通信技術を
　活用した生活，
　防災，観光等の
　情報発信の強化

　施策５－２(3)③
　ユーザーである
　市民の支援
（情報取得に関する
　支援）

モニタリング指標①

モニタリング指標①

スマート化への対応が難しい
高齢者等に対し，情報取得の
フォローが行われている

スマート化に対応できる可能
性がある高齢者等に対し，

SNSの利用方法を学ぶ機会が
作られている

スマート化に対応できる可能
性がある高齢者等に対し，ス
マートフォンの利用方法を学
ぶ機会が作られている

モニタリング指標②

市民が欲しい情報を探しやす

くなる

災害時にも, 発信できるよ
う，対策が取られている

素早く，リアルタイムで，市
の情報が送られる

各種SNS登録者の属性に応じ
た情報が発信されている

各種SNSの分析を行う

情報発信作業をマニュアル化する

対象に合わせて発信する情報を選別する
・市内，市外
・性別，年齢

欲しい情報を探しやすいよう，見やすいフォントや色

での掲載・レイアウトの整理が行われている

市民が自ら得たい情報を入手
することができる
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未利用の市有
財産が売り払

われる。

【令和８年度重点施策】
安定した財源
確保と新たな

自主財源確保
の工夫

（未利用の市
有財産の有効
活用及び処分

の推進）

市が未利用私
有財産の売払

い収入を得
る。【収入増】

未利用の市有財産が所管部署以外のニ

ーズとマッチする。

市が市有財産
の貸付け等の

収入を得る。
【収入増】

全部署が未利
用の市有財産

の情報を検索
できる。

市有財産の貸
付け等が進

む。

市（総務課）が

HP,SNS等を利用し
て庁舎駐車場へのキ

ッチンカーの出店を
募集する。

全ての部署が，所管する全ての公有財産を公有

財産管理台帳に登録する。

事業者等が未
利用の市有財
産の売払いに

関する情報を
入手する。

市（総務課）が

HP,SNS等を利用し
て未利用の市有財産

の売払いに関する情
報を発信する。

未利用の市有
財産の利活用

が進む。

指標
現状値

（２０２５年度末）

目標値

（２０２６年度）

①市有財産の売払いに関する情報を発信した回数 １３回 １５回

②庁舎駐車場へのキッチンカーの出店に関する情報を発信した回数 １６回 １５回

③公用車への広告掲載に関する情報を発信した回数 １回 ５回

④庁舎駐車場へのキッチンカーの出店件数
（出店件数が３件以下の月が３月続いたら募集停止

※同一事業者による出店でない場合）

８件／月 １０件／月

⑤公用車への広告掲載に係る契約の締結件数 １件／年 ５件／年

⑥総務課に所管換となった未利用の市有財産のうちの売払い予
定物件に占める売払いが翌々年度までに完了した物件の割合

（２０２４年度～）

2024年度移管分：100％（1/1件） 2026年度：100％

2025年度移管分：０％（0/2件） 2027年度：100％

⑦未利用の市有財産の活用による収入 １０４，５９５円 ３７０，０００円

KPI⑦

KPI⑥

未利用の市有
財産の売払い

入札が落札さ
れる。

キッチンカー
事業者等が出
店を募集する

情報を入手す
る。

市（総務課）が貸付
け等を行う市有財産

を選定する。

市（総務課）が売り
払う未利用の市有財

産を選定し，売払い
の条件を決定する。

未利用の市有
財産の維持管

理費が減少す
る。【支出減】

キッチンカー
事業者等が出

店を申し込
む。

KPI④

市（総務課）が
HP,SNS等を利用し
て公用車への広告の

掲載を募集する。

事業者等が公
用車への広告
の掲載を募集

する情報を入
手する。

事業者等が公
用車への広告

掲載を申し込
む。

未利用の市有
財産が事業者

等のニーズと
マッチする。

KPI②

KPI③

KPI①

KPI⑤

活動 産出 直接成果 中間成果 最終成果

事業名：未利用の市有財産の有効活用及び処分の推進（ 総合計画　施策５－２（１）③：安定した財源確保と新たな自主財源確保の工夫
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活動 産出 直接成果 中間成果 最終成果

事業成果

【市・民間事業者】

プラスチックに係る

サーキュラーエコノ
ミー（循環経済）の
実証事業を行い，　
資源循環の構築に向
けた具体的な方法を

協議する

使用済プラスチック
⇒①リサイクル⇒➁

再製品化⇒➂商品化
⇒④販売

【市】

プラスチックの資源
循環を効率的に推進

するため，新たな処
理体制を検討する

◆プラごみの分別　
方法の設定

◆処理工程及び収集

運搬体制

資源を有効利用する循環
型社会への取組により，

ごみの減量化及び資源化
が促進される　　　　　

Reduce
(ごみの減量化)

Rause
（繰り返し利用）

Recycle
（ごみの資源化）

の浸透

指　　標
現状値→目標値 現状値（2022年度） 目標値

施策目標（2034年度） 1人１日あたりごみ発生量　922g/人日 795g/人日

モニタリング指標（2025年度） リサイクル率　53.91％ ※注記参照

※モニタリング指標に関する注記
　　鹿島共同可燃ごみクリーンセンターの稼働に伴い処理方式が変更となったため，リサイクル率が大幅に低減
　する見込みである。令和６年度の実績値（現状値）を参考に目標値を設定する。

サーキュラーエコノミー

サーキュラーエコノミー（循環経済）とは，従来の3Rの取組に加え，資源
投入量・消費量を抑えつつ，ストックを有効活用しながら，サービス化等
を通じて付加価値を生み出す経済活動であり，資源・製品の価値の最大
化，資源消費の最小化，廃棄物の発生抑止等を目指すものです。

施策４－３　豊かな鹿嶋の海や緑を未来へつなぐ

施策の方向性　地球環境に配慮した持続可能なまちづくり

取組　➁資源を有効利用する循環型社会への取組

廃
棄
物
対
策
課

資源循環促進事業

投入

サーキュラーエコノ
ミーの実現に向けた

仕組みが確立される

ごみの分別方法や収
集運搬の体制が具現

化される

新施設に係る整備方
針の検討が開始され

る

サーキュラーエコノ
ミーが社会に定着す

る

新たなごみの分別区
分が決定し，市民や
事業者への周知が行

われる

新施設に係る整備計

画が策定される

サーキュラーエコノ
ミーが進化し，リデ
ザインされる

市民や事業者のリサ
イクル意識が醸成さ

れる

新施設が整備され，
法に適した処理体制

が構築される

市内におけるごみの
分別排出が徹底され

る

ごみ処理の最適化及
び効率化により，処
理経費が軽減される

プラスチックに係る
リサイクル処理が推

進される

本市におけるリサイ

クル率が向上する

モニタリング指標

プラスチック由来の
ごみの焼却量が削減

される

施策目標

プラスチック資源循
環法に適用した処理

体制が確立される
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施策5-1コンパクトで
安全なまちをつくる

（3）災害に強いまち
づくり

総合戦略事業 活動 産出 直接成果 中間成果

多様性に配慮した災
害

対応の充実
↓

災害時の避難行動要
支援者（以下、「要支
援者」という。）の安

全な避難体制の確立

最終成果

事業成果

社会福祉課

要支援者が制度理解を

深める

要支援者が名簿情報
提供について同意す

る

市・要支援者・避難
支援等関係者が個別

避難計画を共有する

災害時に要支援者が

安全に避難できる

要支援者が既存の避
難所及び福祉避難所

に安心して避難でき
る

市が避難所・福祉避
難所内に要支援者の

十分な受入数を確保
する

避難支援等関係者が
個別避難計画を作成

する

要支援者が安心して

避難が出来る

災害対策基本法第４９条の１１第２項にお
ける条例（平常時に名簿情報の提供に本人

の同意を要しないことを定めるもの）の制
定

市が福祉避難所等へ
の職員派遣体制を確

立する

市職員が災害時要配

慮者支援班（物資の
搬送及び連絡等を行

う職員と福祉・医療
などの専門職による
もの）を組織する

市職員が要支援者の
自宅を個別に訪問し

避難支援プランの説
明をする

市が協定を結んだ社
会福祉法人等の人員

的・心理的負担の軽
減を図る

要支援者及びその家
族が日々平穏に過ご

すことが出来る

市職員が支援者を確

保できなかった要支
援者を避難支援マニ

ュアルに沿った方法
で移送できる体制が
強化される

市と福祉避難所設置

運営に係る協定締結
団体とが普段から連
携することで、要支

援者が安心して避難
に備えることができ

る

要支援者の心理的平

穏が確保される

協定を結んだ社会福
祉法人等が有事の福
祉避難所運営を想定

し、平時は安定した
施設の運営ができる

各地区の負担感が軽

減される

市が大きい被害を受
けた地域が発生した

場合の対応を強化す
る

市と市が協定を結ん
だ社会福祉法人等が
平時からの避難訓練

等協力体制を確立す
る

市が福祉避難所の施
設・及び設備、人員
の状況の把握とそれ

への対応策を確立す
る

避難支援等関係者が
個別避難計画作成時

の避難先の選定がし
やすくなる

市が福祉部門の災害
担当者の増員を図る
ことで移送体制が整

い要支援者が安全に
避難できる

指標

ハザード内要支援者のうち実態調査により自主的に

避難が可能と判明した方を除いた方々の同意書の提出率

目標値　2026年3月

60人

100％

現状値　2026年3月末

36人

60％

KPI　
避難行動要支援者のうち浸水想定区域及び土砂災害警戒区域内に居住する要支援者116人
のうち→　実態調査により家族の協力がある場合や自主的に避難が可能と判明した方を
のぞいた60人の情報提供同意書と個別避難計画の提出率100%とする。
※今後、津波ハザード区域、停電時の要支援者については、並行して取り組む予定。

ＫＰＩ

ＫＰＩ

令和7年度重点施策

市職員が避難支援関
係者の集まりの際に

制度の周知を図る

避難支援等関係者が

制度の理解を深める

避難支援等関係者が
自発的に地域で制度

に取り組む

施策5-1　コンパクトで安全なまちをつくる
施策の方向性　（3）災害に強いまちづくり
④多様性に配慮した災害対応の充実
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後
期
高
齢
者
医
療
へ
の
繰
出
金
の
増
加
抑
制

産出 中間成果

持
続
可
能
な
財
政
運
営

最終成果

事業名：　後期高齢者の医療費の適正化

（ 総合計画　施策５－２（１）：持続可能な財政運営）

活動

・ＯＴＣ医薬品（市販薬）の利用が
増える。
・健診受診者が増える。
・重症化する前に受診をする。

高齢者への情報発信

投入

・かかりつけ医・薬局をもつ。
・「お薬手帳」を活用する。
・多剤・多受診を控える。

・マイナ保険証を登録する。
・マイナ保険証を利用する。

広報かしま，ホームペ
ージ，ＦＭかしま等を活
用し，医療に関する情報を発
信する。

医療に関するチラシを作成
し，高齢者に配布する。

まちづくり出前講座の
新たなメニューの検討・実施

健康に対する意識向上

・セルフメディケーション※１に対する意識が
向上する。
・健診受診の必要性が理解できる。
・病気を早期発見し，早期治療を行うことの重
要性が理解できる。

　　　　デジタル化に対する不安解消

・マイナ保険証の登録方法が分かる。
・マイナ保険証の利用方法が分かる。

医療費の増減を左右する要因

感染症の発生，高額な医療費の発生，被保険者数，被保険者の年齢構成，法改正(診療報酬の改定，
高額療養費制度など)，医療の高度化(技術の進歩)，薬の流通状況　　など

医療に係る経済的負担に関する知識向上

・ジェネリック医薬品，バイオシミラー，リフ
ィル処方箋に関するメリットが理解できる。
・医療機関の適正受診の必要性が理解できる。

後
期
高
齢
者
の
医
療
費
の
適
正
化

直接成果

高

齢

者

の

健

康

維

持

・

促

進

・ジェネリック医薬品※２を希望す
る。

・バイオシミラー※３を希望する。

・リフィル処方箋※４を希望する。
・休日・夜間受診を控える。

過

去

の

受

診

に

基

づ

く

適

切

な

医

療

正しい医療のかかり方
に関する情報

医療費適正化に関する
正しい知識

セルフメディケーショ
ンの重要性

マイナ保険証に関する
正しい知識

KPI

KPI

　　用語解説

※1 セルフメディケーション 自分自身の健康に責任を持ち，軽度な身体の不調は自分で手当てすること。

※2 ジェネリック医薬品 先発医薬品の特許期間終了後に製造販売される医療用医薬品。先発医薬品と同じ有効成分で作られてお

り，同等の効き目がありながら価格が安く抑えられている。

※3 バイオシミラー
先行バイオ医薬品(細胞や微生物のつくるたんぱく質を有効成分とし，バイオテクノロジーを応用して生
産される薬で，がんや糖尿病，関節リウマチ，クローン病などの治療に用いられる。)の特許期間終了後
に他の製薬会社から販売される薬で価格が安く抑えられている。

※4 リフィル処方箋 症状が安定している患者の場合，一定期間内に最大３回まで，その都度診察を受けなくても繰り返し薬

をもらえる処方箋。患者の通院負担が減り，医療費の軽減効果が期待できる。

年度 鹿嶋市 茨城県

令和6 829,473円 854,524円

令和5 845,904円 859,269円

令和4 842,559円 839,170円

令和3 833,508円 839,082円

一人当たりの医療費（後期高齢）

指標 現状値（鹿嶋市） (茨城県） 目標値

ジェネリック

医薬品
利用率 令和7年10月 84.96％ 88.95％ 90.00％ 令和9年4月

マイナ保険証

登録率 令和8年1月 77.63％ 76.31％ 80.00％
令和9年4月

利用率 令和8年1月 54.16％ 51.49％ 60.00％

KPI

・かかりつけ医，薬局をもつメリット
が理解できる。
・「お薬手帳」のメリットや使い方が理
解できる。
・多剤・多受診の問題点が理解でき
る。

一般会計に占める繰出比率（後期高齢）

年度 操出比率（繰出金額） 一般会計歳出決算額

令和6 4.02％（1,031,379千円） 25,626,563千円

令和5 3.89％（972,253千円） 24,988,512千円

令和4 3.39％（901,057千円） 26,583,694千円

令和3 3.06％（836,347千円） 27,356,120千円

年度 金額

令和6 707,709,971円

令和5 691,699,213円

令和4 657,888,772円

令和3 616,000,050円

療養給付費負担金（後期高齢）

保険給付費の1/12を一般会計から拠出
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活動 産出 直接成果 中間成果

暮らしと産業活
動を⽀える道路
ネットワークづ
くり

最終成果

事業成果

（仮称）鹿行南部道路計画の鹿嶋経過地の実現

(仮称）鹿行南部道路
が全線開通する

産業活動が，
活発化される
（観光振興・
企業立地）

(仮称)鹿行南部道路Ｉ
Ｃが市内に整備さ
れ、鹿嶋市区間が開
通する

東関東自動車道水戸
線が全線開通する

都市機能が集
積・強化され
る

定住・移住が
促進される

東関東自動車道水戸
線が全線4車線化する

指標

現状値　→　目標値 指標 2021年度末 現状値：2026年3月末 目標値

事業指標
(目標年度：2026年度)

期成同盟会の活動（要望，総会など） ー 5回／年 4回／年

施策５－１　コンパクトで安全なまちをつくる

施策の方向性　（２）効率的・効果的なネットワークづくり

取組み①　暮らしと産業活動を⽀える道路ネットワークづくり

市内幹線道路（主に
国県道）の渋滞が解
消される

鹿島港周辺の開発が
進む

港湾施設が整備及び
維持管理される

鹿島港と消費地との
輸送時間及び距離が
短縮される

県道茨城鹿島線が十
二神交差点まで延伸
される

現計画の県道茨城鹿
島線が全線開通する

企業立地支援策が充
実する

国が（仮称）鹿行南
部道路事業及びIC位
置を決定する

（仮称）鹿行南部道
路の期成同盟会が国
とICの位置について
調整を完了する

（仮称）鹿行南部道
路の期成同盟会が整
備要望活動を行う

市の要望を取りまと
める

投入

市が（仮称）鹿行南
部道路の期成同盟会
事務局を担当する

市が（仮称）鹿行南
部道路の期成同盟会
としての要望書を取
りまとめる

（仮称）鹿行南部道
路の期成同盟会が地
元選出国会議員及び
県会議員との意見調
整を行う

（仮称）鹿行南部道
路の期成同盟会が地
元企業との意見調整
を行う

道路建設課

KPI

KPI

市内観光地と首都
圏，空港とのアクセ
スが向上する

国が（仮称）鹿行南
部道路の計画段階調
査に着手する
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投入 活動 産出 直接成果 中間成果 最終成果

事業成果

市民生活の安定

地域福祉が増進さ
れる

・事業費
・人件費

市が，定期的な点
検，清掃を行う

市営住宅が，長寿
命化される

持続可能な財政運
営が実施される

市営住宅が，適切
に維持管理される

損傷個所が，早期
に発見される

市が，公営住宅等
長寿命化計画の更
新をする

地域コミュニティ
が，形成される

市営住宅が，適正
配置される

地域人口が，増加
する

長期的には市財政
支出が抑制される

地域経済が循環す
る

持続可能なまちづ
づくりの推進

指標

現状値　→　目標値 指標 2021年度末 現状値：2025年度末 目標値：2026年度

事業指標

(目標年度：2026年度)
長寿命化改修実施棟数 8棟 11棟 12棟KPI

KPI

市が，住宅困窮世
帯数の予測及び必
要公営住宅供給戸
数の試算をする

必要な公営住宅戸
数が，確保される

住宅困窮者に住宅
が，供給される

市営住宅管理経費

施策１－２　多様なライフスタイルを応援する

施策の方向性　（１）ダイバーシティ社会の実現

取組み④　生活上の困難を抱える人への自立支援の充実

施策５－２　スマートで持続可能なまちをつくる

施策の方向性　（１）持続可能な財政運営

取組み①　公共施設等の総合的かつ計画的な管理

都市計画課

市が，長寿命化改
修工事を実施する

市が，損傷個所の
補修工事を実施す

る

損傷個所が，早期
修繕される

2604面談前
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市道の維持管理

投入 活動 産出 直接成果 中間成果

暮らしと産業活動を
⽀える道路ネットワ
ークづくり

最終成果

事業成果

市道が適切に維持管
理される

管理する市道のボリ
ュームが適切な量と
なっている

（管理量）

補修要望件数がコン
トロールできている

（要望量）

管理すべき市道が減
っていく

（管理数減）

管理する市道が増え
ていかない

（管理数抑制）

現況のない市道が，
供用廃止される

補修の必要な要望件
数が減っていく

（要望数減）

市が要望受付基準を
運用している

維持管理の事業費が
確保できている

（予算額）

維持管理の財源が確
保できている

（歳入増）

維持管理の経費が削
減できている

（歳出減）

道路損傷を早期に補
修する

施設管理課

無謀な要望数が減少
していく

指標

現状値　→　目標値 指標 2021年度末 現状値：2025年度末 目標値

事業指標
(目標年度：2026年度)

年間要望件数 ー 1,182件／年 1,300件／年

施策５－１　コンパクトで安全なまちをつくる

施策の方向性　（２）効率的・効果的なネットワークづくり

取組み①　暮らしと産業活動を⽀える道路ネットワークづくり

事業費

人件費

市が市道の供用状況
を把握している

市が道路損傷個所を
早期に発見している

資機材が安価に入手
できている

道路ネーミングライ
ツの運用により市の
歳入が増加している

道路占用料が増加し
ている

市が市道の供用状況
を調査する

市が要望の受付基準
を検討する

市職員が電話，窓口
での要望受付を適切
かつ丁寧に行う

市がロードマネージ
ャーを運用するとと
もにパトロールを実
施する

市が品質を満たす安
価な資機材を探す

市が道路ネーミング
ライツの導入を検討
する

市が道路占用料の増
加策を検討する

市が直接補修工事を
実施する

市の道路補修委託費
が減少していく

要望者が市の道路維
持方針について理解
を深めている

同一箇所への複数回
要望が減少していく

市が採択要件を満た
す国補助等を探す

国補助等が採択され
ている

市が道路維持につい
て区長会等で説明す
る

市道認定数が抑制さ
れている

市が市道整備を抑制
している

市が市街化調整区域
内道路用地の寄付を
受け付けない

KPI

KPI
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活動 産出 直接成果 中間成果

学校（教職員）

は，個別最適な

学びと協働的な

学びを一体的に

充実させ，主体

的・対話的で深

い学びを効果的

に実践する

「生きる力を育

む教育の推進」

総 合 計 画 2-1-
(1)‐③

最終成果

事業成果

施策２－１　未来を担う人材「鹿嶋っ子」を育む

施策の方向性　（１）たくましく柔軟な子どもを育む学校教育
取組　③生きる力を育む教育の推進【学校規模の適正化の推進・学校の統合】

総
務
就
学
課

過小規模校の学

校規模適正化が

図られる(過小規

模校が解消され

る）

教育委員会事務

局は，2校の統合

の時期，統合先

について決定す

る

市長は，小学校

を統合する

児童の豊かな人

間性の育成

児童は，多様な

人間関係による

学校生活から社

会性の向上が図

られる

教職員は，研修

会等への参加増

により指導力の

向上が図られる

教育委員会は，

基準策定委員会

の報告に基づい

た鹿嶋市学校規

模 適 正 化 基 準

（過小規模校の

解消）の策定す

る

教育委員会事務

局は，鹿嶋市学

校規模適正化基

準策定委員会を

開催し，学校の

適正規模につい

て協議する

児童は，適正な

児童数による学

校生活を送るこ

とができる

教職員は，適正

な教職員数によ

る円滑な校務運

営が図られる

教職員は，児童

に関わる時間増

により教育相

談，支援の充実

が図られる

児童の学力向上

主体的に学び人

とつながり未来

をひらく鹿嶋っ

子

教職員は，適正

な児童数で授業

を実施する

教育委員会事務

局は，学校規模

適正化検討委員

会の開催する

教育委員会事務

局は，統合に関

連する諸課題を

整理する

モニタ

リング

モニタ

リング

指　　標

現状値　➡　目標値 現状値 2025年度末 目標値

最終目標値 過小規模校の数 2校 2校 0校

モニタリング指標
（目標年度2025年度）

適正化検討委員会の開催（実施）回数 0回 2回／年 4回／年

統合時期，統合先の決定 0校 2校 2校
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活動 産出 直接成果 中間成果

学校（教職員）

は，個別最適な

学びと協働的な

学びを一体的に

充実させ，主体

的・対話的で深

い学びを効果的

に実践する

「生きる力を育

む教育の推進」

総 合 計 画 2-1-
(1)‐③

最終成果

事業成果

施策２－１　未来を担う人材「鹿嶋っ子」を育む

施策の方向性　（１）たくましく柔軟な子どもを育む学校教育
取組　③生きる力を育む教育の推進【学校規模の適正化の推進・学校の統合】

総
務
就
学
課

過小規模校の学

校規模適正化が

図られる(過小規

模校が解消され

る）

教育委員会事務

局は，2校の統合

の時期，統合先

について決定す

る

市長は，小学校

を統合する

児童の豊かな人

間性の育成

児童は，多様な

人間関係による

学校生活から社

会性の向上が図

られる

教職員は，研修

会等への参加増

により指導力の

向上が図られる

教育委員会は，

基準策定委員会

の報告に基づい

た鹿嶋市学校規

模 適 正 化 基 準

（過小規模校の

解消）の策定す

る

教育委員会事務

局は，鹿嶋市学

校規模適正化基

準策定委員会を

開催し，学校の

適正規模につい

て協議する

児童は，適正な

児童数による学

校生活を送るこ

とができる

教職員は，適正

な教職員数によ

る円滑な校務運

営が図られる

教職員は，児童

に関わる時間増

により教育相

談，支援の充実

が図られる

児童の学力向上

主体的に学び人

とつながり未来

をひらく鹿嶋っ

子

教職員は，適正

な児童数で授業

を実施する

教育委員会事務

局は，学校規模

適正化検討委員

会の開催する

教育委員会事務

局は，統合に関

連する諸課題を

整理する

モニタ

リング

指　　標

現状値　➡　目標値 現状値 2026年度末 目標値

最終目標値(2027年度初） 過小規模校の数 2校 2校 0校

モニタリング指標
（目標年度2026年度）

適正化検討委員会の開催（実施）回数 0回 2回／年 2回／年

統合校同士の児童交流事業回数 0回 27回 27回

モニタ

リング
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